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3.特集:音声認識・合成と自然言語処理の研究開発
動向 一人に優しいヒューマンインタフェース実現への課題一

3.1 はじめに

音声認識合成技術や自然言語処理技術は人が自

然な形で機器を使用するための入出力技術として昔

から研究されてきた。人が機器を使うためのヒューマン

インタフェース技術としては、初期のコンピュータでは、

テキストによるコマンド、入力とコンピュータからーのテキス

トによるメッセージ出力であった。その後、アイコン表

示とマウスによる選択というグFラフイカルなインタフェー

スとなった。また、コンピュータグ、ラフィックスの進歩、画

像・音声・オーデ、イオなどマノレチメデ、イア処理の進歩に

より多彩なインタフェースが出現している。さらに、使い

勝手のよさを向上させるため、画面のデザイン、多種

多様な入力デバイスの研究も進められている。

しかし、依然として情報機器のヒューマンインタフェ

ースはある程度の習熟を要求し、人が人とコミュニケー

ションするように自然な形で簡単に使用できるまでに

至っていない。例えば、音声や自然言語(人が通常コ

ミュニケーションで使っている言葉)で情報システムと

対話して、情報を収集したり、場合によっては自動翻

訳により外国語の情報を入手したりすることが、究極の

姿であろう。

このような人にとって自然な音声や自然言語を用いる

インタフェース技術は、古くから研究され発展し、限定さ

れた範囲では利用されるようになってきた。ワープロへ

の責烹みjJ_(T_1./!_T_三友旦どi竺ーw号hーより外国語り債
帯主読むため企担_~_\諮問便ーな翻訳ーなとが実理Lヱピる~q.
~_ì9_也、主主連_~り会話責芳ρ認、静空は1民心また翻j認

玄jりー品質が高三なV止~:_5課題がEまされ;之町三る立
一方、インターネットの広がりと共に、 PCや携帯電

話、携帯情報端末など情報機器が広く普及しており、

主ピーピ三三空玄使It\'慣れ立AJと:は_~:なふー初企煮》ー責
齢者ー主初jめ，f主主し:I'tj_f_，どJ主主?もufJ開里t;t使之五!育課
機器のインタフェースが強く望まれるようになってきて

いる。総合科学技術会議においても、次世代のブレー

クスノレーをもたらす基礎的、萌芽的な領域の研究開発

として、「機械が人に合わせて高度なコミュニケーショ

ンができる意味理解技術等のヒューマンインタフェー

ス技術jを10年後に実現することを目指している。

情報通信ユニット 亘理誠夫

本報告では、音声と自然言語を用いるインタフェー

スの研究開発動向について、研究の発展と現状、日

米における研究プロジェクト推進方法の相違を述べ、

次世代ヒューマンインタフェースの研究を促進するた

めの課題提言を試みる。

3.2ヒューマンインタフェース技術の発展と現状

3_2.1 音声認識

(1)発展の歴史

人が発声した言葉を機械に認識させるとし、う音声認

識研究の歴史は、 1952年ベル研究所の Davisらによ

るゼロ交差数①を用いた数字音声認識の試みから始ま

った。 1959年に京大においてそれを拡張した単音節

認識装置「音声タイフ。ライタ」が研究された。実用化に

つながるブレークスルーとしては、 1970年代に発声時

間長の伸縮を動的計画法を用いて正規化するDPマ

ッチング、法②が日本とロシアで、同時に提案され、さらに

日本で、連続数字を認識で、きる2段DPマッチング、法が

提案された。 1978年にこの方式を用いたミニコンベー

スの連続単語認識装置が日本で製品化され、荷物の

仕分けなど手がふさがれている状況でのデータ入力

に使われた。

米国では、 1970年代に統計確率的手法である

HMM(Hidden Markov Model)の研究が行われ、 1980

年代には単語音声認識の標準的手法となった。1980

年代後半から 1990年代前半にかけて、DARPA(国防
省高等研究計画局)がデ、イクテーションプロジェクトを

実施した。これにより文章の言語処理に n-Gram法(n

語間の統計確率を用しも方式)が提案され、大語葉連

続音声認識が実現された。この成果をベースに、 PC

の性能の向上を背景に、デ、イクテーション用の大語葉

連続音声認識PCソフトウェアが 1997年米国で販売さ

れるようになった。日本でも同時期に日本語用のソフト

ウェアが発売された。

また、 1990年代前半からは、DARPAプロジェクトに

より、 Q&A対話システムの研究が行われ、Q&Aをコ

ントロールするための対話処理技術の研究が開始さ
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図表 1音声認識研究と実用化の流れ

基本技術
研究

実湾化

れた。その成果をベースに米国では、1998年に、電話

による各種予約・問い合わせサービス(コールセンター

サービス)の自動音声対話処理が実用化されている。

一方、日本で実用化研究が進んだのは、カーナピ

の音声入力である。自動車内で地名やコマンドの音声

入力を可能とするため、認識性能を落とさず各種処理

を軽減したアルゴ、リズ、ム開発が行われ、 1995年に実用

イ七している。

(2)現状と課題

現在の音声認識の技術レベルは、明瞭な発声で読

み上げた文章は、概ね正しく書きおこしができるまで

になっている。また、カーナビなどで利用されているよ

うにある程度の騒音下でも認識はできている。

しかしながら、秀之な~~.~þ.:発芳ーした豆電し貫繋ょ空、却

主開土.!??f裁量責芳.J.ι2~:.1J~~.ま立:認識位農は低­
v\止また.，社話J.~.1ミ V ¥""(λ 発育者りー意図主読み恵三色

仏ー状況玄界!J.断:士る二とは~主~~.J~.~.\.

3.2.2音声合成

(1)発展の歴史

音声認識と対をなす音声合成、すなわち、機械から

メッセージを音声によって出力する研究も 1950年代に

始まっている。 MIT(マサチューセッツ工科大学)の

Stevens、KTH(スウェーデ、ン王立工科大学)の Fantら

により声道音響特性を電気等価回路で再現した声道

アナログ、型合成器が提案された。1970年代には電電

公社電気通信研究所が線形予測分析(LPC)合成系を

提案し、信号処理を大幅に軽量にすることができた。

これを用いて 1978年にTI(テキサス・インスツルメンツ)
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がゲーム機 Speak&Spellで一定数のメッセージを音声

出力することに成功した。

任意のテキストから音声を合成する研究は、 MITの

Klattが職人芸的に韻律規則や音韻接続規則を記述

しすることによって初めて実現させた。これをλースに

米国 DECが1983年に DECTalkを製品化した。その

後、コンピュータの処理能力の向上とともに音韻波形

を編集加工することが可能となり、波形編集方式の研

究がされ、合成音声の明瞭度が向上した。

1990年代には、さらに音のつながりが滑らかなで、自

然な合成音声を目指し、韻律規則や音韻接続規則を

実際のデータから導出する研究が進んだ。 1990年代

後半になると、音声認識では標準的な手法である

HMM法により音韻のセグメンテーションを行い、合成

のための基本音韻データを自動的に作成することが

可能となった。これにより、合成データの作成が大幅

に自動化され、あるの人の基本音声データを収集す

れば、その人の音質の音声合成システムが比較的容

易に作成で、きるようになった。

(2)現状と課題

現在のPCソフトウェアによる音声合成はイントネー

セョピ〉ーー明瞭1生主もに通常ーり~A!??芳t;Jt:.常K.近三一ち一全
Jι!~!ど違和感な三(車之9~::-::止J.~達!でて""(v¥，る。今後は、
朗読調、対話調など様々なスタイルの合成や感情を

付与することなどが課題である。



3.2.3 自然言語処理

(1)発展の歴史

自然言語処理とは、人が通常のコミュニケーション

に用いている言語を、コンピュータにより理解したり生

成したりする技術であり、人がコンピュータと直接コミュ

ニケーションする場合の基本技術である。自然言語処

理の研究は、 1950年代のコンピュータに翻訳をさせる

試み(機械翻訳)の研究から始まった。米国において

露英翻訳の研究が始まり、日本でも九州大学、電総研

で開始された。

米国では、 1966年に「機械翻訳の品質が悪く、コン

ヒ。ュータパワー不足から翻訳品質改善は当面困難で

あるので基礎的な研究を推奨するjとの ALPACレポ

ート(米国の NSFが組織した自動言語処理に関する

委員会レポート)が出され、研究の中心が言語学の基

礎研究へシフトして、機械翻訳の研究は停滞した。

1970年代後半には、翻訳ニーズの強い欧州やカナ

ダで機械翻訳の研究が盛んになり、言語的に近い言

葉聞の翻訳方式として、対象言語聞の単語の訳語を

対応付けるトランスファー方式が開発された。これに基

づき、例えば、カナダでは 1976年に天気予報の英仏

翻訳が実用化された。

一方、日本では、日本語と英語の言語距離が大き

いため構文まで解析する、構文トランスファー方式が

研究された。 1980年代前半に国のプロジェクトとして

京大を中心に科学技術論文抄録の日英・英日翻訳が

研究され、 1986年には日本の電機メーカーから汎用

コンピュータベースの日英・英日翻訳システムが製品

化された。この翻訳システムの品質はそのまま翻訳文

として使えるレベルにはなかったが、人間による翻訳
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の効率アップのための有用な支援、ンステムとなった。

1990年代に入札それまでの人手による文法・辞書

作りの限界に対処するため、大量の日英対訳文デー

タから文法や辞書を作成する技術の開発が進展した。

コーパスベース翻訳と呼ばれ、翻訳品質が向上した。

また、コンピュータ性能の向上から 1990年代前半は

WSベース、 1990年代後半にはPCベースの翻訳ソフ

トウェアが製品化されるようになった。

一方、自然言語処理技術の応用として、キーワード

による検索技術が 1990年代に開発され、文書の自動

分類や検索が可能となった。この技術には、機械翻訳

研究で確立された単語の切り出し品詞の割り当て技術

(形態素解析)が使われている。また、 Webサイトの検

索にはWeb検索サービスが欠かせなしものとなってい

るが、この実現には、並列コンピュータによる高速単語

サーチ技術と形態素解析が組み合わされている。

(2)現状と課題

現在の英日機械翻訳システムの性能は、アジア太

平洋機械翻訳協会(AAMT)技術動向調査委員会の報

告によれば、 TOEIC700点程度(英語力中級クラス)以

下の人にとっては、読解力の向上に役立つレベルに

達している。機械翻訳の性能を更に向上させるために

は、現在、 解析できていない言葉の意味的つながり、

文脈的つながりの研究を進める必要がある。

また、喧~_Q__l._~情報は_ê_~_増I_*~支おPーも-z-り1警;t_

な憤報源7J) らーを~V.A!;!と"')亡有用金債費ーをー聖り出_~)司
整理._Ì9三とが期停主主v三Y_~_{?9__~主主J主L芽立る丘三

号:77.E.検索ーを超之:巳意味芳概念ま;主事'JAJ-:，.tと検寒L
要約が課題となる9

図表2 自然言語処理研究と実用化の流れ

1980 

基本技術
研努

実用化

1990 

H 
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3.3次世代ヒューマンインタフェース技術推進へ

の課題

前章で述べたように、音声認識、自然言語処理とも

に、人間の機能をコンピュータで実現させようとする試

みであり、長い継続的な基礎研究の中からブレークス

ノレーが生まれ、それを基に応用展開、製品化が実現

してきた。しかし、まだその実現レベルは満足いくもの

ではない。より人の機能に近づいた次世代ヒューマン

インタフェースを実現するための研究の方向、研究環

境、研究マネジメントの課題を述べる。

3.3.1 研究課題

音声認識や自然言語処理の性能は、 1990年代に

統計的手法により大きく進展したが、現在大きな壁に

直面しているように思われる。現状の音韻認識率は人

間より劣っており、また、韻律情報は使われていない。

意味処理、文脈処理、対話からの意図抽出・状況判

断ができていない。

統計データからアプローチするというモデルに、積

極的に音響学、言語学の知見の取り込み拡大し、現

在の枠を打破する新しいモデ、ノレを創出することが望ま

れる。図表 4に日本における代表的な音声認識研究

プロジェクトの中にも、基礎的要素技術の先駆け的研

究があり、その成果に期待したい。

長期的な視点で見れば、認識とか言語理解などは、

人の脳で行われている認知や学習と深く拘わっている。

20世紀はディジタル情報処理技術が大きく進展した

が、認知子守主習企#君主.;(みーは解明之さ-:(y.~t~.~.\.λ
の脳に学ぶ必要がでてこよう。 21世紀における友きな

課題の一つであろう。

3.3.2共通基盤データベースの整備

音声認識や自然言語研究の基盤としてデータ収集

が重要であるが、その収集は膨大な労力を必要とし、

個々の研究機関ですべてを開発するのは困難である。

すなわち、膨大なデータを収集する労力に加え、さら

に収集したデータに正しい解析結果が付与されてい

るかを、入手でチェックしなければならず、この作業に

多くの労力を必要とし、一研究機関にて開発すること

は困難である。

言語去り識z~て~.~~_Z-_を虫集1蓄積~_，_主主し_~会員
閉ヱ芸査~_{?_~_的支公的支援をと~_~?J;_l，.:た全員削
コンソーシアムとして、米国では 1992 年に

LR_Ç(~~自国型ic Dat号一一Conso見iu叫泣~~.欧州;支はー 19月5
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恒三_~~RN];:.見限院号nL明E明野~ R，号sour旦 As:担Çj~t~9_l!)

む全h:f札設立主主1継続的J_;;_活動ん丈~~_~þ_qーこれらの

組織では、専門のスタッフを抱え、データの収集、保

守、配布を行っている。研究用には廉価で提供し、ま

た高価となるが商用使用も許可している。

一方、日本でも共通データベース作成の試みがな

されているが、単発的で継続的な活動につながってい

ない。プロジェクト終了とともにそのプロジェクトで構築

したデータベースが消えてしまうことが多い。プロジェ

クト終了後に維持管理、高度化のための資金が得にく

いためである。

1999年には、日本でt欧米に見習って共通データ

ベース収集・維持・拡張のための組織である貢語資ー源

其査機構(Ç_~!5)点霊足Lたカふ資金J主足 1ご実質的活
動は始まっていない。研究の基盤整備からは直接研

究成果はでないため、研究資金が得にくし、のが現状

である。

さらに、共通のデータベースは研究の基盤であるだ

けでなく、このデータベース上で研究されているシステ

ムの性能評価も公平に行うことが可能であり、研究機

関同士の公平な競争を促進する上でも共通データベ

ースの整備が望まれる。

3.3.3研究プロジヱクトの日米の相違

研究開発成果を実用に結びつけるスピード、の日米

格差が拡大していると言われているが、音声認識技術

の実用化においても、それが見られるケースがある。

米国における音声認識の研究開発に DARPAが果

たした役割は大きい。図表 3に示すように、音声認識

の応用イメージを明確に示してプロジェクトを実施した。

このプロジェクトで、は同じ目標実現に向け複数の研究

機関に対して資金を提供し、競争させることにより目標

の早期実現を図った。具体的には、プロジェクト開始と

ともに評価のためのデータベースを構築し、メンバー

間で共有した。研究機関は大学が中心で、あったが、各

要素技術を統合し応用、ンーンをデ、モンストレーション

する研究試作システムを作成し、その性能を競った。

その後、プロジェクトの成果で、ある知的財産権(IPR)は

研究実施機関に移管され、その研究機関の意志のみ

で、ベンチャーなど企業へ技術移転が進められた。具

体例J堂入_Qf\~PAÞ~_J~~_Q_~守土色ー1994 骨子主主実砲した
航空旅行情報に関する音声対話方式の研究に見るこ

ょが:立さるー199与一芽ιは研究芳一施機関空あョ立一ー閉!:L
çMl，.i(f:!ゴ主主で-:-_!_I?:~太l，__切1 りー喧究ー賓がーでき~T_-t
~~J土を点J手上ピーと~~竺 //-\1ィ-~;:設立Lーた9_ 電話によ
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図表3米国DARPAプロジェクトと成果の実用化

年代 フ。ロジェクト プロジェクトの目標 成果の実用化

1980年代後半 デ、イクテーショシヴρロジェクト 新聞の読み上げ音声のディク PCソフトウェアDictationの発売
1990年代前半 小規模タスク読み上げ(1987-1990) ァーション (18Mなどカも)

新聞読み上げ'WSJ(1991-1996)
1990年代後半 Q&A支持活フ。ロジェクト 音声対話による航空券予約、天 コールセンターで、の音声対話、ン

航空旅行情報検索ATIS(1990-1994) 気予報問い合わせ ステム(米国ベンチャー企業2社
Web情報検索TIDES(1998-2000) から)
Cornmunicator( 1999-2003) 

2000年代前半 Human Center吋 System音声エージェン 音声電子秘書エージェントの構
トプロジェクト(2002-2007) 築

る各種予約・問い合わせシステムを構築しコーノレセン

ターサービスに音声認識を導入して、省力化、 24時

間サービス化を図った。現在米国では、電話による航

空券予約サービスに加え、各種の予約・情報提供サ

ービスにコールセンター音声自動化システムが使われ

始めており、この2社がほとんどのシェアを押さえるま

でに成長している。

着目した音声言語処理の高度化フ。ロジェクトjを除くと、

米国のDARPAプロジェクトとほぼ同様に朗読音声、対

話音声の性能向上を目標としたプロジェクトである。

「音声言語による人間・機械対話システムjでは研究

試作システムまで、作成し評価を行っているが、それ以

外のプロジェクトで、は、研究の目標を各要素技術に分

解し、各大学で、分担して進める方式で、あった。要素技

術の向上には貢献したが、プロジェクトでは要素技術

を統合した評価システムまでは作っていないため、実

際全体システムとしてどの程度の性能を持つかは不透

一方、日本においては、図表 4に示す音声認識の

代表的な国のプロジェクトが実施されている。この中で

ATRの「音声翻訳研究プロジェクト」と最近の「韻律に

図表4 日本における代表的音声認識プロジェクト

時期 プロ、ジェクト名 内容 投資形態

1986"-' 音声百語によるマン・マシ 朗読音声を対象とした音声認識 文科省科研費重点領域研究
1989年度 ン・インターフェースの高度 の研究

化

1993"-' 音声・言語・概念の統合的 音声・言語統合処理による対話 文科省科研費重点領域研究
1995年度 処理による対話理解と生成 理解の研究

に関する研究

1993"-' 音声翻訳研究プロジェクト ホァノレ予約の会話音声の日英 ATR(旧エイ・アイ・アール音
1999年度 双方向自動通訳 声翻訳通信研究所)

1996"-' 音声言語による人間一機 インターネット上での文献検索の 日本学術振興会未来開拓学
2000年度 械対話システム 音声対話システムの実現 術研究推進事業

1997"-' 日本語プ、ィクァーション基 日本語連続音声認識基本ソフト IPA(情報処理振興事業協会)
1999年度 本ソフトウェア ウェアの開発 プロジェクト

1999"-' 話し言葉工学の構築 話し言葉から意味・内容・話して 科学技術振興調整費開放的
2003年度 の意図などを抽出する技術の基 融合研究推進制度

盤の確立

1999"-' 多冗音響情報の統合的理 空間音響、音声分析合成、音声 文科省COE形成プログフム
2003年度 解 認識、対話、音情報認知の研究

2000"-' 擬人化音声対話エージェ 機械が人間のように対話する技 IPA(情報処理振興事業協会)
2002年度 ント基本ソフトウェアの開発 術の基本ソフトウェアの開発 プロジェクト

2000"-' 韻律に着目した音声言語 基礎から応用にわたる韻律研究 文科省科研費特定領域B
2003年度 処理の高度化 の統合
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明であった。一方、産業界は学会での知見をもとに独

自に応用開発し、製品化してきた。産学連携は活発と

は言えず、米国のような大学からベンチャーへの技術

移転も起きていない。言い換えれば、且本!])会主J;_c!!_

国りす!旦三空，:z_t_-立は産学連携を意識lJ::_もり主民主ふー
基礎研究のレベノレアップが中心であった9

日本音響学会の「音声言語関連大型ブρロジェクトの

現状と将来」のパネル討論 1)でl国り之竺Y壬i_UC，拘t
る開題点、とL之、ま~?t乙三期頼主〉-12ろ2り;多ー~_~Z2"_l?_'三
チがとりにくいこと、プロジェクト終了後のアフターケア

のないことが上げられている。すなわち、日本の今後

のプロジェクト制度においては、「成功を当然とする文

化jから「失敗を恐れず真剣に競争する文化jに変え

ること、プロジェクトの成果を次のプロジェクトに有効に

継承していくことなどが対処すべき課題である。

また、ヒヤリングした大学教授からは、情報分野では

ポスドクなど大学の研究スタッフは非常に少ないため、

大きなシステムを作成するパワーはなく、細かな要素

技術研究に走りがちであるとの指摘があった。

米国の大学では、ベースの研究資金は少なく、大

学外部から研究資金を獲得する必要がある。国家プロ

ジェクトは重要な研究資金の一つであり、その獲得競

争のため基礎研究品、えどもその目標を明確にしてい

る。また、 DARPA音声認識プロジェクトの例で言えば、

公平な競争による研究加速が見られたと言われている。

研究成果の実用化が迅速かっスムーズに行われてい

ることも、国全体として、技術開発効率アップにつなが

っている。

3.4おわりに

次世代ヒューマンインタフェース技術には、情報機

器が広まる中で DigitalDivideの解消、初心者を含む

利用者の使い勝手の向上を実現することが望まれて

いる。また、あらゆる情報がネットワークにつながり、そ

のアクセスもモバイル機器を介して行う時代が目前に

あり、いつでも、どこでも、情報へアクセスすることが実

現しつつある。情報機器との自然な対話によって欲し

い情報を簡単に入手することが究極の目標であろう。

これを実現するためには、多くのハードルがあるが、

一つは、基礎研究の活性化が求められている。現在、

性能向上はある面で、は頭打ちになっており、これを打

破する新しいモデルへの挑戦が必要で、あろう。

世界的に企業が基礎研究を大学に依存する傾向が

24 科学技術動向 2002年3月号

強まっており、大学の基礎研究への期待が大きい。リス

クは大きいが斬新なアイデ、アで、研究プロジェクトが進め

られるように、真剣な競争と評価、さらに失敗を許容し

再チャレンジがで、きる文化の醸成が必要で、あろう。

さらに、創出されたブレークスルー技術を迅速に実

用化へ向けて努力を集中させる必要があるが、米国に

比して弱し、産学連携、技術移管を強化することも課題

である。

用語説明

①ゼロ交差数

波形がゼロを交差する数であり、波形のエネルギー量

の近似値が得られる。波形の特徴量をハードウェアにて

比較的容易に求められる方式として使用された。

②DPマッチング法

音声中の各音韻の発声時聞は発声するごとに伸縮する。こ

の伸縮を正規化した上で最も似ているパターンを求める方式

として動的計画法(D卯amicProgramming)を用いたもの。

③コ-/~スペース翻訳

コ-/~スとは実際の膨大な例文とその実翻訳文のデ
ータベースを示す。コーパスペースの機械翻訳で、は、コ

ーパスから抽出した文法規則や翻訳の用例をそのまま

適用する。従来の経験則ベースの機械翻訳に比較して

翻訳品質が向上している。
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